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福利厚生のトレンド

　全福センターは、国の施策をもとに中小企業の福祉厚生の向上と雇用の安定を目指している各地の中小企業勤
労者福祉サービスセンター・互助会・共済会をサポートする全国組織。同センターの渡邊英俊参与および朝垣栄
太郎事務局長に、中小企業向けの福利厚生施策・制度の仕組み、実際の福利厚生サービス提供の状況などについ
て話を聞いた。

全福センターの成り立ちと現在の姿
　1988（昭和63）年に都道府県知事宛に出された労
働省事務次官通達「中小企業勤労者総合福祉推進事業
の実施について」に基づき、主に市町村単位で設けら
れた中小企業勤労者福祉サービスセンター（以下「地
域センター」、互助会等の名称を含む）が国・都道府
県の指定を受け、中小企業に対する福祉事業を担うこ
とになった。全福センターはこれらの各地域センター
を会員とし、共同事業や普及・啓発活動、研修、情報
提供などを行う全国組織の団体で、1994（平成６）
年に設立されている。
　当初は地域センターの管理運営経費に充てる国の補
助金制度が設けられていたが、事業仕分けによりこの
補助金交付は2010（平成22年）年度末で終了。全福
センターに加盟する地域センター（「正会員」、ほかに

都道府県や市区町村などの「賛助会員」がある）の数
は、同年度末の203団体をピークに、現在は200前後
で推移している。なお、全福センターの会員団体となっ
ていない地域センターも存在し、都道府県単位では、
福井、宮崎の両県に会員団体がない。各地域センター
は法人化を進めているが、現状では、財団法人および
社団法人（一般または公益）のほか、NPO法人、市
の直轄組織、任意団体と様々である。
　なお、全国全ての地域センターのうち、全福センター
に加盟しているのは約59%。また、全ての勤労者会
員のうち全福センター傘下の各地域センターに加入し
ている割合は約85%に達している。

全福センターがカバーしている事業所、
勤労者
　2017年４月現在、全福センター傘下の各地域セン

ターに加入している事
業所は約15万7,000カ
所、勤労者会員は約
121万1,000人。 各 地
域センターの数がピー
クに達した2010年度
までには、事業所数が
約 19 万 5 ,000カ所
（2006年）、勤労者会
員数が約130万7,000
人（2010年）を記録し、
その後減少し、最近持
ち直しているという状
況だ（図表１）。
　この約15万7,000カ
所の事業所について規

中小企業が利用する施策・サービス
一般社団法人 全国中小企業勤労者福祉サービスセンター（略称・全福センター）

図表１　全福センター会員 /事業所数の推移
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模を見ると、４人以下が71.2%、５～９人が12.9%、
10～30人が11.2%で、30人超の事業所数は５%に満
たない。実際に個人事業主の加入も多く、名実ともに
中小企業勤労者のためのセンター事業といえる。
　全福センター傘下の各地域センターに加入している
事業所が地域の中小企業事業所数に占める割合（加入
率）は、全国平均で4.7%となっている（地域にセンター
が設置されていない企業・勤労者が加入する全国中企
業勤労者福祉共済会=全中済を除く）。事業所加入割
合が２割を超えるところとして、岐阜県の中津川・恵
那地域勤労者福祉サービスセンター（26.1%）、長野
県の塩尻筑南勤労者福祉サービスセンター（23.8%）
があり、10%超の地域センターは全国各地に見られる。
一方で、１%に満たない地域センターもいくつか存在
している。

センターの財務状況
　現在の各地域センターは、主に自治体から交付され
る補助金と、事業所・勤労者会員からの会費収入によっ
て運営されている。かつて存在した国からの補助金と
同様に、現在交付されている自治体からの補助金は管
理運営経費に充て、福利厚生関係の給付やサービス提
供などの事業費を会費で賄う構造だ。
　自治体からの補助金は財政状況などから横ばいもし
くは減少傾向にあり、サービス充実のためには十分な
会費収入が必要となる。月額の会費は、一人当たり
150円から1,000円で、500円としているセンターが
最も多く50カ所、加重平均額は約625円である。こ
のほか入会時に年会費がかかる（100円から1,000円
までがほとんどで、例外的に5,000円と５万円が各１
カ所、加重平均は約841円）。月額会費の負担は、事
業主の全額負担、勤労者と事業主の双方負担のケース
に大別される。「会費はそもそも安めに設定されてい
る」（渡邊氏）、「運営指針として会費収入は100％会
員に還元していく」（朝垣氏）と、各地域センターは
利益を上げずにサービスを勤労者会員への給付・サー
ビスに還元していく構造となっている。このほか、管
理運営経費以外に、自治体からの健康診断またはイン
フルエンザ予防接種の助成が一部に見られる。

全福センターの知名度
　JILPTが実施した「企業における福利厚生施策の実

　主な媒体は、独自の会報やパンフレット、市町村の
広報誌など。センターのなかには、DVDの作成や映
画館でのPRなどに挑戦しているところもある。ある
センターで、動画サイトYouTubeへの動画アップ
ロードを試みた事例もある。

2015年７月に民放のバラエティ番組で「中小企業

図表２－１　「全福センターを知っているか」（企業）
単位：％

全体
n＝2809社

知っているか

知っている 知らない 無回答

100.0 13.3 83.1 3.6

全体
n＝374社

会員か

会員である 会員ではない

100.0 34.0 66.0

図表２－２　「全福センターを知っているか」（従業員）
単位：％

全体
n＝8298社

中小企業勤労者福祉サービスセンターを知っているか

知っている 知らない 無回答

100.0 5.5 92.9 1.6

全体
n＝453社

（中小企業勤労者福祉サービスセンターの会員かどうか）

会員である
（勤務先経由で加

盟）

会員である
（個人で加盟）

「会員ではない」
「その他」
「無回答」

100.0 47.0 1.5 51.5

データ:	JILPT（本号3頁参照）

態に関する調査」（調査結果概要を本号３～11ページ
で紹介）では、調査対象企業および従業員に「全福セ
ンターを知っているか」を尋ねている。その結果、企
業では「知っている」が13.3％、「知っている」企業
のうち全福センターの会員であると答えた企業は
34.0％とおよそ１／３であった。
　また、同じ問に対し従業員では5.5％が「知ってい
る」と答えた。「知っている」人のうち、全福センター
の勤労者会員である人は48.5%で約半数を占めた（図
表２）。

広報・周知と情報提供
　このように、全福センターの知名度からも、各地域
センターが担っている福利厚生事業が中小企業などに
広く知られているとはいえない状況が浮かび上がる。
このため、全福センターでは広報・周知や福利厚生サー
ビスの内容に関する情報提供に取り組んでいる。
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勤労者福祉サービスセンター」の余暇施設・宿泊・飲
食店などの割引サービスが紹介されたときは反響が大
きかった。渡邊氏は「関心が高く、不特定多数に知っ
てもらう効果があった」と肯定的に捉えている。しか
し、テレビ、ラジオなどへの広告は、「費用面からマ
ス媒体の利用が難しい」（朝垣氏）、「自治体からの補
助金を受けて運営しているため広報・周知に多くの費
用を割けない」（渡邊氏）など、ハードルが高いようだ。

サービスセンターの運営面の特徴
　民間企業のように広告にコストをかけられないほか、
センター事業は運営面でも課題を抱えている。地域に
は商工会または商工会議所があり、競合関係にもなり
得る。「意外とサービスセンターと会員の奪い合いに
なる」（朝垣氏）状況があり、「経営団体との関係をつ
くる」ことも課題の一つだ。さらに商工会議所等が会
員サービスのために民間企業と組んで福利厚生サービ
スを手掛けるケースも出ている。
　福利厚生サービスを提供する民間企業についても、
競合、提携両面の状況がある。サービスセンターの中
には事業の一部を民間委託するところがあり、またセ
ンターとは別個に市町村が事業・業務を民間委託する
場合もある。民間企業は幅広くビジネスを展開し受託
活動を行うため、福利厚生事業でも、サービス提供と
事業・業務委託において、民間と公的団体の間で複雑
な関係ができる可能性がある。
　センター事業は自治体の商工課などが管轄し、「市
の産業振興政策の一環として営まれる」ことが多い。
朝垣氏は「会員サービスの充実のため、地域センター
の役割の範囲に留まらず、他の外部団体との連携に苦
労されているケースもある。これに対して民間は福利
厚生サービスを包括的に実施できる点は一つの強み」
と指摘している。

提供している福利厚生サービス
　各地域センターが提供しているサービスメニューは、
多くの場合、慶弔給付（傷病見舞金などを含む）、健
康診断や人間ドック等の補助、および余暇活動全般（施
設・宿泊・飲食店の割引・補助やイベントの開催など）
を柱としている。特に、充実した慶弔給付は地域セン
ターならではの独自事業であり、また、余暇活動のな
かには講座・スクールの受講など自己啓発に類するも

の、スポーツクラブ利用補助など健康管理に関係する
ものなど幅広いメニューを含む場合がある。
　また、サービスメニューは、全福センターが提供す
るものと、地域センターごとに設定し提供するものの
二段階に大別される。渡邊氏は「サービスセンターの
特徴は、全国的に使えるもの、プラス地元のサービス
があることで、それが強みでもあり、PRポイントで
もある」と説明する。「地元使い」のできるサービスは、
民間企業が扱いにくい分野となる。
　取り扱っているサービスについては、地域のセン
ターごとに異なるが、①多様なサービスを選択できる
可能性②低価格——の二つの側面が特徴的だ。前者に
ついては、個人ごとの選択可能性を高める「カフェテ
リアプラン」とは異なるが、中小企業およびその事業
主、勤労者にとって広範なサービスメニューの選択の
余地を提供する。
　価格については、会費収入を全て事業主・勤労者に
還元するというセンター事業の特徴に加え、全福セン
ターが慶弔共済や医療保険などを、全国ネットワーク
のスケールメリットを活かして設定するなどの取り組
みを通じて、低コストで充実したサービスを目指して
いる。

（調査部　主任調査員・吉田和央）




